
縞注(第 21;!) 

1 )第2容は、住宅総合研究財団による 1989年-1990年度助成研究の「大都市における

住宅開発と市街化のm造に関する研究ータイ・パンコクを例として ( 1 ). (2 ) 

(研究主査:波辺定夫東京大学教授)jの一部に手を加えたものである。

2) Bangkok Melropol i lan Area (l569Km") 0 24ケット(行政区)から成るバンコク市

を指す。 1990年より、 36ケ y トに再編された。

3 )バンコク都心部は、旧王宮周辺からチャイナタウン、ファランポ ン駅(バンコク

中央駅)、シーロム周辺の業務地域、チュラロンコン大学周辺までを指す事が多い

が、ファランボーン駅がこれらのほぼ中央に位置している事から、都心からの距離

の起点とする。

4) iThe Bangkok Land Managemenl Sludyj Nalional Housing Authori ly(1987) 

5) Bangkok Melropol i lan Region (5069Kmり。パンコク市に隣綬するPalhumThani， 

Samul Prakan、Nonlhaburi、NakhonPalhom、SamulSakhonの5チャンワ y ト(県)

を加えたバンコク首都圏を指す。

6) iPlanning and Managemenl of Bangkokj Inlernalional Seminor on Planning 

and Managemenl of Asian Melropol is: Aporn Chanchareonsook(1985) 

7 )集積規模とは、同じ住宅地類型の幾つかの開発が:i1!担して形成されたー境の土地の

函績を意味する。

8 )これは定性的なm積規模の目安とするための他であり、定霊的に統計上の分析を行
なうためのものではない。

9 )同ーの路線で線数の番号が付いているものは、番号毎にメッシュ上の角度を変化さ

せた:iJJ:を示している。

1 0) これは定性的な分布特性の目安とするための値であり、定性的に統計上の分析を行

なうためのものではない。
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ショッフロノ、ウスによる下行谷王子土也の相手y戎と問是垣見主主

-91合



1- ~之、.~、

:f} 
~ /1/ 
v，<( 

h
h
問
、
山

e図日σ3 



l得
T
 

¥
図
3
ー
1
'
"
ヨ
ツ
プ
ハ
ウ
ス
分
布
図
し
ー
ム
〆
/
、



市街地の椛成を分析する研究対象地i或の選定

1987年の航空写真より作成したパンコクの γ ョップハウスの分布図を検討すると、*積

地域のヒエラノレキ は以下の 6地域に区分される(図3ーJ)。

五ょ且主主

ファランポーン駅から半径 2Km圏内に位置しており、チャイナタウン地区を中心に ショ

ップハウスが最も大規模に集積し、面的な連担市街地を形成している中心商業地域。鉄道

駅、港湾施設が位置しており、 J~海産物等の集散地となっている。

五ぇ旦主主

ファランポ ン駅から半径 5Km悶内に位置しており、主要道路沿線に立地する Y ヨップ

ハウスが レ ス状の不 y トワ ークを形成している地域。周辺をチャオプラヤ川西岸では高

1f;個別住宅地、東岸では低密個別住宅地に取り巻かれている。

塗立並壁

ファランボーン駅から半径10Kml翻内の幹線道路の交差点等の交通の要所に位置しており、

市場、デパ ト、映函館等を核的施設としてその周辺にショッ プハウスが面的な集積地を

形成している地域。都市若本計画でサブセンタ一候補地として計画されているものが多い。

厨辺を宅地分譲地や建売住宅地の計画的住宅団地に取り巻かれている。

主主主主主

ブァランポ ン駅から半径10Km圏内の幹線道路、補助幹線道路沿線に立地するリボン状

の集積地域。

笠立並主主

ファランポ ン駅から半径20Km圏内に位置しており、住宅地に隣媛した市場と共に妓寄

りの近隣商業地域を形成している地域。

主主旦主主

その他の小規模な集積地域。

本章では、中心市街地の典型例として第 I地域に含まれるのチャイナタウン地区とそれ

に隣接するチュラロンコン大学の 2地区、郊外市街地の典型例として第 3地域、第4地域、

第 5地域を含む1970年代に住宅地開発が最も進行したパンケン ・パンカピ一地域を選定し、

それに加えてTISCOの調査報告と 1989年及び1990年の幹線道路沿線の全日開発の調査結果を

合わせて市街地の構成とその問題点の検討を行う。
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第 I節 中心市街地の椛成と問題点

①チャイナタウン地区

対象地区の位所付け

チャイナタウン地区の市街地の形態分析に使用する資料は、バンコク市役所で入手した

縮尺1:1000の市街地図に対して1987年の現地調査によりショ γプハウスの棟当りの間口数

が異なる部分の修正を行ったものである。

研究対象地区は、京地を王宮から 3本自の運河であるパダンクルンカセム運河、西端を

王宮から 2本自の迎河であるパンランプー運河、北端を Jレアン通り 、南端をチャオプラヤ

川に固まれた約170haの地区である(図 3-2 )。この地区は、ラ ー71世 (1782-1809年)

による 1782年の遷古11に際して、新王宮建設用地として華僑の宮家プラヤ ー ・ラチャセ テ

ィーの屋敷跡が選定されたため、土地建物接収の代償として王より下賜された土地であり

11 当時、王宮と西洋入居留地を給ぶ交通の塁gj3frに位置していた。

対象地区は行政的に、サンバンタウォンとポンプラ yプの 2つのケ y トに含まれている。

センサスによるとこれらのケ y トは、 1960年から 1970年の聞にサンパンタウォンで20.3%、

ポンプラ yプで19.4%の人口減少が見られたケ y トであり、また、市街地の老朽化に伴 う

スラム化が危ぶまれる地区となっている。

1986年のケ y ト人口をケット全面積から空地、段業用地、 i河川・運河、その他を引いた

市街地面積で|徐したセ ミグロス 人口密度を見ると、サンパンタウォンが458.1 (人/ha)、

ポンプラップが498.3 (人/ha) と高く、バンコクの 24ケ y ト中で各々 2位、 l位となる

2'0 1984年のケ y ト面積に占める住宅地面積の割合(以下、住宅地率)を見ると、サンパ

ンタウォンは48.6% (恒'12位)、ポンプラップは57.0%(岡 I位)と高く、また、住宅地

面積に γ ョップハウスが占める割合もサンバンタウォンが86.3 % (同 l位)、ポンプラ y

プが76.1% (同 2{立)とやはり高い値となっている。 1974年から 1984年にかけての住宅地

率及び住宅地にショ yプハウスが占める割合の変化は、サンパンタウォンで各々 0.0%・0

.0%、ポンプラ y プで各々 0.3%.3.2%の地加とほとんど無い。

チャイナタウン地区は遷都当時から市街化が進行し、現在ではショ y プハウスが住宅地

の大半を占める形で市街化がほぼ完了しているため、近年は住宅地面積の増加は殆ど見ら

れない。 1960年から 1970年の間に人口減少が見られたが、その後に人口の振れ戻しがあり、

高人口宏皮で比較的安定した市街地を形成している。
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主主些些liX

ショ yプハ ウスは併用住宅と して使用される事例が多いため、IIiiilii道路の性絡を市街地

梢成の分析の指標とすることが有効であると考え られる。そこ で、1986年のJICAの交通量

調査3iにおけるグル プJV (BMA全体における補助幹線道路〉もしくはパス路線を地区

内における幹線道路(以下、幹線道路)、車道を区画道路、その他を細街路とし て道路区

分を行い、幹線道路により囲まれる小街区の集合を大街区とし、区画道路により図まれる

敷地の集合を小街区とした。その結果、対象地区内は21の大街区、 168の小街区に区分され

た。

対象地区内の幹線道路面積率は12.2%、区画道路面積率は7.6%であり、両者を合わせた

車道面積率は 19.8%と、インナ ーエリア平均の7.0%を大きく上回 っている。対象地区内の

全14420戸のショ yプハウスの内、前面道路の性格別の分布戸数は、幹線道路沿線が3824戸

(26.5%)、区画道路沿線が5351戸 (37.1%)、細街路沿線が5245戸 (36.4%)である。

対象地区内の土地利用現況においてわ、ショ yプハウスは幹線道路及び区画道路を除い

た市街地面積の43.0%を占めている。全建物の I階床面積は806303.5m'であるが、ショッ

プハウスが全体の72.7%を占め、その他の建物が残りの27.3%を占めている。

対象地区内の全建物の 1I倍床面積の用途別の構成比は、公共系13.0%、商業系34.0%、

業務系13.5%、住居系18.7%、工業系4.9%、その他15.9%である。その内、 ショy プハウ

スは、公共系の9.1%、商業系の90.4%、業務系の64.7%、住居系の88.0%、工業系の89.

6%、その他の70.5%を占めている。公共系用途がその他の建物に多いのは、病院、 学校、

寺院等の大規模な施設は γ ョy プハウスに収用できないためであり 、また、その他の建物

に業務系の用途の大半は、対象地区に多い銀行である。

対象地区内の小街区の内、ショ yプハウスのみで椛成されているのは全168街区中67街区

(39.9%)であり 、それらの小街区の平均態蔽率は66.2%、平均容積率は199.7%である。

建蔽率毎の街区数は、50%未満が5街区 (7.5%)、50-59%が11街区 (16.4%)、60-69 

%が22街区 (32.8%)、70-79%が21ar区 (31.3%)、80-89%が5街区 (7.5%)、 90%
以上が3街区 (4.5%)である。

ショ y プハウスのみで構成されている小街区内の空地の分布と建蔽率の関係を見ると、

街区の周囲に空地が見られる街区は建蔽率60%未満、背割り線に沿 って空地が見られる街

区は建蔽率60%以上70%未満、背蓄IJり線に沿った空地が見られない街区は建蔽率70%以上

となる。
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対象地区内の街区形態は 「固い型街 区J と r r~1"J り型街区 J に大別される(関 3 -3 )。

_j L _j '----_--'し

[ J躍ll
寸 I 寸 I

囲い型街区 背割り型街区

図 3-3 街区形態

囲い型街区はショップハウスが街区周辺を取り巻く械に配置されるもので、街区中央に

は様々な利用法が見られる。

寺院、学校、病院等の建物が11j区中央に位置する場合には、建物周辺に庭としての空地

を配した大規模の凶い型街区を椛成する。これらの飽設の多くは周囲のショ y プハウスの

敷地を含めた街区全体の地主であり、ショ y プハウスはこれらの静寂な環境を必要とする

施設を道路の喧喋から守る|埠監の役割を果たしている。

市場、映画fiij、百貨庄、銀行、ホテル、フラ y ト、駐車場ピル等の商業、業務、住居系

の建物が街区中央に位位する場合には、ショ y プハウスが施設に密着して周囲を取り巻く

ため中規模の街区を桃成する場合が多い。 これらの施設は顧客吸引の核的施設として機能

し、フラ y トの住人はショ yプハウスの直接の顧客となるため、業務運営上の利点がある。

しかし街区内部の施設からの避難経路が限定されたものとなるため、防災上の問題がある。

背割り型街区は γ ョップハウスが背中合わせに配置されるもので、現行の建設条例(19 

79年)では各々の背割り線に沿って幅員2.0m、合計幅員4.0mの避難路を設ける事が義務

付けられている。背割り型桂i区は、 1960年代の計画的団地開発以降に普及し始めた比較的

新しい配置技法であるため、対象地区内には少ない。

対象地区内の街区の大半は、囲い型街区の内部に細街路を設け、街区中央部にも γ ョ y

プハウスを配置したものである。細街路には自動車が進入できないため、街区内は静かな

居住環境を維持しているが、街区内部へのアクセスの悪さは災害時の避難、消火等の活動

に支障をきたす恐れがある。特に、サンペン街以南の!日市街地区では、 一部木造の混精進

の住戸が老朽化しており、防災上の大きな問題点とな っている。
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ショ y プハウスの建物利用状況

1987年の 7-8月に対象地区内のショ yプハウス全戸の l階建物用途の調査を行な った。

建物用途の分類は、 6大分類系とそれを細分化した29小分頬である(表 3-1 )。

I階建物用途大分類の構成は、戸数比では公共系1.5%、商業系40.8%、業務系10.4%、

住居系26.1%、工業系6.1%、その他15.1%となり、面積比では公共系1.6%、商業系42.3 

%、業務系12.0%、住居系22.7%、工業系6.0%、その他15.4%となる。併用住宅として利

用されているショ yプハウスは戸数比で71.9%であるが、上階がすべて住宅として使用さ

れていると仮定すると住居系床面積の割合が全床面積の75.2%となり、住宅としてのゾヨ

ップハウスの重要性がわかる。

表 3-1 チャイナタウン地区のショ yプハウスの 1階建物用途

1 K皆惇物悶 途
大分類 戸数 情成比 小分頬 戸数 纏 ~. Iセ

公共系 217 1. 5% 政府施設 0.0% 
教育施設 6 0.0% 
医療施設 137 1. 0% 

宗団教体施施設設
61 0.4IZ Z 
12 o. 

商業系 5883 40.8% 日用品庖 314 2.2% 
専門品庖 2622 18.2% 
耐久材庖 747 5.2% 
卸売り庖 197 1. 4% 
素材・部品 579 4.0% 
サービ ス 466 3.2% 
食堂 466 3.2% 
惣菜屋 396 2.7% 

娯ホ楽テ施設 24 0.2% 
Jレ 72 0.5% 

業務系 1502 10.4% オ フィス 1319 9.1% 

銀会行符
108 0.751 2 
75 o. 

住居系 3766 26.1% 住宅 3754 26.0% 
アノTー卜 12 0.1% 

工業系 872 6.0% 製造業 599 4.2% 

サ印跡ー]業ビス
200 1.451 1 
73 o. 

その他 21日日 15.1% 倉庫 1048 7. 3% 
駐車湯 115 0.8% 
建設中 40 0.3% 
倒題担 26 0.2% 

空~家afl 922 6.4% 
29 0.2% 

合計 14420 100.0% 合計 14420 100.0% 
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通常、商業施設の立地分析には、施設により規模が大きく 24なるため面積比を使用する。

しかし、 l階建物用途日IJのショップハウスの平均lli坪は、公共系43.7 rr!、商業系42.2 m'， 

業務系46.7 m'、住居系35.3 rr!、工業系40.5m'、その他41.5m'とほぼ一定であり、簡便な方

法として戸数を面積に代替するl'l~が許されると考え、以下の分析には戸数比を用いる 。

表 3-1で用いたllil勿用途大分類と前面道路の性格との関係を見ると、公共系、業務系

は幹線道路沿線、商業系、工業系は区画道路沿線、住居系、その他は細街路沿線に立地す

る戸数構成比が最大となる。これは、ショ yプハウスが街区の外側では併用住宅として使

用され、街区の内側では純住宅として使用されている事を示しており、日本の町屋と長屋

の総合せに類似した市街地を構成している事がわかる。

l 階建物用途小分類で多いのは、住宅3754戸 (26.0%)、専門品庖2622戸 (18.2%)、

オフィス 1319戸 (9.2%)、合目Il048戸(7.3%)、空家922戸 (6.4%)、耐久材庖747戸(

5.2% )、工業系製造業599戸 (4.2%)、紫材 ・部品庖579戸 (4.0%)等であり、買い廻り

性の高い中心商業地域としての梢成となっている。

次に、 21の大街区を対象に、 ili物用途大分類の特化の度合をl切らかにする。

特化係数= (特定地区における特定用途の戸数/対象地区内の特定用途の全戸数〉

/ (特定地区内の γ ョップハウス戸数/対象地区内のゾヨ y プハウス全戸数〉

とすると、大街区数21、建物別途の6大分類より 126組の特化係数の 7 ト1).，クスが得られ

る。特化係数2以上を特化と定義すると、特化係数2以上の大街区と建物用途の組合せは、

大街区1の工業系、大街区4の工業系、大街区5の公共系、大街区6の業務系、大街区7の業務

系、大街区9の公共系、大街区18、大街区19の工業系、大街区20の業務系とその(也、大街区

21のその他の 11組(全体の8.7%) である(図 3-4 )。

公共系の建物用途の特化は、広磁会館、能忍il単|涜等の華人コミュニティの中心施設周辺

に漢方医を含む医療施設や符組織の事務所を含む団体施設が集中したものである。

工業系の建物用途の特化は住工混在地区を形成し、廃油処理や衛生問題等の居住環境上

の問題を発生させている。 γ ョッブハウスにおいて営まれる工業系活動の多くは、従業員

数が2-5人程度の自動車の部品販売や修理業である。

業務系の建物用途の特化は、ファランボ ーン貨物駅やチャオプラヤ川河岸の港湾施設の

周辺に運輸業や段産物関連企業のオフィスが集積したものである。

対象地区内では、商業系、住居系の建物用途は各大街区にー械に分布しており、特殊な

立地条件に{半う公共系、業務系、工業系、その他の集積が各大街区を特徴付けている。
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ショ yプハウスのり!物規模

ゾヨ y プハウスは長屋 lli てに:i!l!続しているため、各戸の I~l 口は各棟の閉口を戸数で分割

して算出した。続iの端や角等の不整形な住戸については、住戸の長手方向の中央部の建物

幅を間口、短手方向の中央部のill物長を奥行とした。

対象地区内のショ yプハウスのill築規模の平均は、間口3.8m、奥行10.6m、間口奥行き

比2.9、建坪4O. 7 rrI、|糖数3.0階、延床面積126.6ばである(図 3-5 )。

建築規模を前面道路のヒエラルキー別に見ると、幹線道路沿線は間口4.0m、奥行11.7m、

間口奥行比3.2、ill坪46.6rrI、階数3.3階、延床面積159.4m¥区画道路沿線は間口3.8m、

奥行11.2m、間口奥行比3.1、建坪42.3 m'、階数3.0階、延床面積127.7m'、細街路沿線は間

口3.7m、奥行9.2m、間口奥行比2.6、建坪34.7 rrI、階数2.91皆、延床面積101.6m'となり、

ヒエラルキ ーの高い前市1道路に立地する住戸ほど各諸元の値が大きくなっている。

ここで、幹線道路沿線と区画道路沿線の建築規模を比較すると、区画道路沿線の各諸元

がすべて小さくなっているが、区画道路沿線と純l街路沿線とを比較すると、細街路沿線で

の奥行の減少が著しく、 !日1口奥行比も小さくなっている。

現行の規制lによる段低寸法は、間口3.5m以上、奥行12.0m以上となるが、間口3.5m未

満の住戸は全体の36.6%、奥行J2. Om未満の住戸は全体71.4%であり、奥行が規定未満の

住戸が多い。その分布を前面道路のヒエラルキ ))IJに見ると、間口が3.5m未満の住戸は、

幹線道路沿線に1175戸 (22.3%)、区画道路沿線に2064戸 (39.1%)、細街路沿線に2040

戸 (386%)が立地している。また、奥行12.0m未満の住戸は、幹線道路沿線に2165戸(

21. 0%)、区画道路沿線に3632戸 (35.3%)、細街路沿線に4496戸 (43.7%)が立地して

いる。間口、奥行共に規定未満の住戸は、細街路沿線に多く立地 している。

平面形状において問題となるのは、奥行が規定未満である住戸と共に奥行が長いために

中央部分での採光が困難な住戸である。対象地区内には、間口奥行比が10.0以上の住戸が

33戸見られる。 1m口を平均値である 3.8mとすると、奥行は38.0m以上となる。これらの住

戸は旧市街地であるサンベン街に立地する一部木造の老朽家屋である。その平面構成は台

湾の街屋に類似しており、中庭を挟んで庖舗と住居が分離しているため比較的良好な居住

環境を維持している。

最大階数は111惜で、主要幹線道路であるヤワラ ー ト:iillり沿線に立地している。 500m'以上

の延床面積を持つ住戸も141戸見られる。これらの住戸の多くにはエレベーターが設置され、

上|皆はアパ ー トとして利則されている。
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中2階平面図(縮尺1:100) 

2階平面図(縮尺1:100) 

3階平面図(縮尺1:100) 

図 3-5 t票準的なショップハ ウスの平面図
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市街地移術上の問題点

対象地区内の市街地盤備上の問題点としては、家屋の老朽化に伴う居住環境の悪化が挙

げられる。特に、サンベンレーン周辺の γ ョy プハウスには以下の械な問題点がある。

-築後50年以上を経たものが多く、壁面のクラックや木造造作の劣化等が観察される 0

・家屋自体の老朽化に加えて、建て詰まりによる居住環境が劣悪である。

・街路の幅員が狭く幽がりくねっており、防災上の問題点となっている。

1990年4月のサンベンレ ーン に綾する地区の火災は、これらの問題点を現実化するもので

あった。住民の話によると、

・細く曲がりくね ったソイ〈小路 ・私道と公道がある)のため、消防車は火災現場に近寄

る事ができなかった(パンコクの水圧は低く、距離を置くと十分な放水ができない) 0 

・同地区のショ yプハウスは、外壁はレンガによる耐火構造となっているが、床材及び小

屋組みが木造であったため、屋板から隣家に延焼してしま った。

・同地区の γ ョy プハウスは間口5m、奥行30mの短冊型平面をしており、建物の両側面が

レンガ壁の連続となり、消火活動がしにくかった。

以上の様な理由により消火に手間取り、午前6時に出火した火事が完全に消火されたのは

午前10時頃であった。この聞に62戸のショ yプハウスが焼失した。

パンコク市役所は、以前よりサンペンレ ンの拡幅を計画してきた。しかし、

-中心商業地域に位置するためパンコクでも有数の高地価地区である事。

・ショ yプハウスがあまりにも建て詰まっており、現状のままでの建替えが困難な事0

.ショッ プハウス毎に地権者が異なり、再開発の合意が取りにくい事。

等の理由により、建て替え時に壁面線を指定距離だけセ y トパックさせる建築線の指定を

行っただけで、その施行に関しては何の処置も講じなかった。この結果、 y ョップハウス

の個別の建替えによる高層化が進み、防災上の問題を一層悪化させている。

そもそもサンベンレーン以南の地区は19世紀末より火災に悩まされて来た地区であった。

1900年の火事はとりわけ被害が大きく、ラ <5世王はこれを重く見て自ら図面を引き、

指示を行った。これは、災害を繰り返さないために茅葺き屋根を禁止し、チャオプラヤ川

から内陸部へと南北方向に走る入り組んだソイを統合するために、川に平行な東西方向に

ソンワ y ト通りの建設を行うというものであった引。

同じ惨劇を繰り返えさないためにも、被害地区の再建時には、建築線に関する建築確認

を厳格に行い、区画道路の整備を進める必要がある。
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亙盟丞企主盟

-事例 1 (写其 3- 1 ) 

サンベンレ ーンにおける個別建替の事例である。以前は周囲と閉じく 2階建で、木造と

レンガ造の混構造の γ ョγ プハ ウスであった。両側の墜を残し、新たに基礎工事をやり直

して上階を建ち上げている。再開発により木造部分の不燃化は述成されたが、建物の高層

化により消火活動はやり難くな った。

-事例 2 (写真 3- 2 ) 

チャイナタウン地区内で最も古い地区に位置している。以前は木造の長屋と一戸建て住

宅が建っていた。前面道路は6m幅員である。不整形な敷地形状がそのまま散漫なショ yプ

ハウスの配置に現われている。再開発により建物の不燃化は達成されたが、建物の高層化

かが行われた上、整形な建物配自主への再編は行われなか った。

-事例 3 (写真 3-3 ) 

第一次世界大戦への参戦を記念し、 7月 22日のロ ータリ ーとl呼ばれるロ ータリ ーに面

した台北ホテル裂に位位している。以前は木造とレンガ造の溺楠造で、 2階建の y ョ y プ

ハウスが2棟、背中合わせに建っていたものを4.5階建のショ yプハウス l棟に統合した再

開発である。周囲の道路は幅員が狭く、自動車は進入できない。再開発により建物の不燃

化が達成され、また 2棟を 1棟に統合する事により道路から建物を3.1mセ y トパ yクさせ

る事ができた反面、売値が600万パーツ(約3300万円)と庶民に手がでない価格となった。

上記の事例に共通するのは、再開発により住戸の不燃化は達成された事である。しかし、

事例 1と事例 2では、 ili坪が従前のままで建物の高層化が行われたため、日照・通風の面

で居住環境が悪化した。 2 棟を統合する司王により主主蔽率が低下した ~f!:例 3 では価格が高騰

したため、以前の住人には入居不可能な価格となってしま った。 この械な居住環境の懇化

や既存のコミュニティの破擦を招かないように再開発の指針を用意する必要がある。

ショップハウスの住宅としての重要性を考慮すると、居住環境の改善と同時に防災上の

問題点を改善する事が必要である。そのためには、建物の背割線に沿った幅員4mの非難

路の整備が最も有効である。対象地区内の奥行方向の建詰まり状況を考慮すると、達成可

能な建築規模の最低益準は、現行法規の最低基準よりも小規伎な間口3.5m、奥行8.0m程

度であろう &)。市街地全体の改善にあたっては、囲い型街区の街区内部の木造家屋を除去

し、フラ y トや駐車場として利用する様な共同化による再開発も考える必繋があるだろう。
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写!..¥3ー l チャイナタウン地区の再開発の事例 l

写真 3-2 チャイナタウン地区の再開発の ~r~ 例 2

--3 チャイナタウン地区のPJlJn発のTJT伊)3 
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②テュラロンコン大学

対象地区の位符付け

チュラロンコン大学は、 1916年に創立されたタイ段古の大学であり、医学部、行政学部、

工学部、文学及び科学部の 4学部よりなる。北をラ 7 1 t立巡り、南を ラ 74世:iillり、

東をヘンリドゥナン通り、西をラ ー76世通りに閉まれており、中央を南北にパヤタイ通

りが通っている(図 3-6 )。総敷地面積は1309ライ(1ライ =1600m')である。

行政的には、パヤタイ区(ケ y ト)に含まれている。センサスによるとパヤタイは、 19

60年から 1910年までの人口増加率が38.6%とBMA全体の52.6%よりも低く、比較的人口

が安定している。また、 1986年のセミク1ロス人口密度は211.0(人/ha)で、 BMA全体の

162.0 (人/ha)よりもややおい値となっているU 。

1914年の住宅地率は25.9%、1984年の住宅地率は35.3%で、その聞の地加は9.4%に過ぎ

ない。 1984年の住宅地面積の内、主なものは、個別住宅地49.2%、 γ ョップハウス 25.1%、

スラム 13.1%等である。

パヤタイは人口密度が BMAの平均に近く、また人口動態も安定している。住宅地に占

める個別住宅地の割合が高〈住宅地率の増加も少ない事か ら、1960年代の初頭までに市街

化が比較的進んでいたケットといえる。

車盗些盛広

チュラロンコン大学は、敷地の北、南、西の三方の道路に崩した地区にショ y プハウス

を主体とした商業施設群を開発し、その賃貸料を研究費の一部に充てている。

大学周辺の 3地区の内、北側地区のサイアムスクウエアは映画館、飲食底、衣料庖等が

集中した若者のmまる盛り場、南j]{IJ地区のサムヤンは海鮮料理庖が集中した飲食庖街、西
側地区のスワンルワンは自動車修理工場、機械部品問屋等が集中した住工混在地区となっ

ている。

ゾヨップハウスの賃貸料は商業地としての適性を反映していると考えられる。 1985年か

ら5年間の権利金は、サイ 7ムスクウエアが42万5000バーツ、サムヤンが28万5000パーツ、

スワンルワンが6万8000-25万パーツであり 、月々の家賃は、サイアムスクウエアの 1t緒が

800パーツ、上階が400パーツ、サムヤン、スワンルワンが各々 50パーツである 7)。サイア

ムスクウエアは東西、南北の幹線道路が交差する交通の要所に位置するため、権利金、家
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賃共に著しく高く、また家賃が l階と上階で異なるのが注目される。これは、サムヤン及

びスワンルワンの γ ョップハウスは、 1階が庄舗、 2・3階が住宅という併用住宅として

の利用法が行われているが、商業的に好位置に立地するサイアムスクウエアの γ ョップハ

ウスは上階まで商業・業務用途が浸透しており、ほとんど住人がいない商業・業務施設と

して使用されている事を反映したものである。

サイアムスクウエアの規模は、東西方向535m、南北方向200mで、総面積10.7haである。

内部は東西に走る幅員10mのソイにより、南北に 2分割されている。ソイの北側は、スカ

ラ、リド、サイアムの 3つの映函館とその 3方をショ yプハウスが取り巻く 130X75mの聞

い型の大街区と、 2?{IJのゾヨップハ ウスが背割りに配置された 130x40-60mの小街区が交

互に配置されている。ソイの南側は、中央の80x 50mの背割り型街区と、その両側に50x 

30mの駐車場をコの字型にショ yプハウスが取り囲む90x50mの街区が 2街区ずつ配置さ

れている。街区間の道路幅員は15-20mあり、敷地内部の道路網は直交している。駐車場

及び駐車可能な道路沿線には、約1500台の有料駐車場が確保されている。

サムヤンやスワンノレワ ンでは、サイアムスクウエア ーよりもショップハウスが背割り型

に配置された街区が多く見られる。 Y ヨy プハウスにより取り囲まれる施設も市場となり、

より住宅地としての性格を強めている。

チュラロンコン大学内の配置計画では、商業地区が大学の周囲を取り囲む様に配置され、

商業地区内部では、映函館や市場、駐車場等を取り囲む織にショ y プハウスが配置される

二重の囲い型構造が見られる。これらの街区構成は、チャイナタウン地区に見られた単発

的な囲い型街区を計画的団地開発に適応させた事例といえる。

亘盟主企主盟

チュラロンコン大学財産管理局は、大学敷地の有効利用を図るためにショ yプハウスを

大規模建築に建替える再開発計画を推進している。

-事例 1 (写真3-4 ) 

パヤ タイ:iillりを挟んでサイアムスクウエアに向き合う、 7 ブンクロンセンタ ーと呼ばれ

るショ yピングセンタ 一、デパー ト、ホテル、コンドミニアム等の被合開発である。大学

と開発業者の契約期間は1983年からの 30年間で、敷地面積が3万7396m'と大規模な長期的関

発である。以前、その敷地には 9棟のショ yプハウスと 2つの低層の建物が建っていた。
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-事例 2 (写真 3-5 ) 

サイアムスクウエア内のノポテルと呼ばれる 429室のホテルである。大学とホテルの契約

期間は1984年からの30年間で、敷地面積は3016m'である。以前には、 m区全体に低層の建
物が建てられていた。

-事例 3 (写真 3-6) 

スワンルワン地区のパンタットンii!iりに面したオフィスピルである。大学と開発業者の

契約期間は 1989年からの30年間で、敷地面積は4668ばである。以前には、 7棟のショッ プ

ハウスと 6つの低層の建物が建てられていた。

上記の事例に共通するのは、 30年間の長期の借地契約に法づく大規模な業務専用建物の

開発である点である。サイアムスクウエア ーはすでにショ yプハウスの住民数が少ないが、

サムヤン等では立ち退きに対する住民の反対が新聞で報道されたりしている。再開発によ

り建設される建物には住宅床が用意されていないが、この械な大規模な再開発ではたとえ

用意されたとしても元の住人には手が届かない賃貸料となるだろう。また、建蔽率を増加

させた上に建物の高層化が行われたため、日照・ iffi風の函で周辺の居住環境が悪化した。

さらに、再開発により建設されたこれらの施設は十分な駐車胞設を備えているが、それ

は建物の容積率を上げる形で地下や上階に確保されているものである。再開発以前の駐車

施設は地上階にあり、ショ yプハウスの隣棟間隔を維持するオ ープンスペースとしての機

能も備えていた。古い Y ヨップハウスを大規模なショ y ピングセンタ ーやホテル等にi!1て

替える機能の純化を伴う再開発は、都心への交通の集中による交通渋滞をさらに惑化させ、

都市機能を麻癖させかねない。チュラロンコン大学周辺の交通事情や都市基本計画におけ

る都市機能のサプセンターへの分散化を考慮すると、この械な再開発には都市計画上の疑

間が残る。

チュラロンコン大学梅内におけるショ y プハウスの計画的団地開発は、その契約形態、

建設構法、全体配置計画の点で先進的であり、後にそれらが民間開発においても標準的に

行われるようになった事を考えると、十分に啓蒙的でもあったといえる。けれども、現在

サイ 7 ムスクウエア 一、サムヤン、スワンルアンの各地区において進められている再開発

には上記の様な問題点が散見される。チュラロンコン大学が持つ社会的な影響力を考える

と、クリアランスに替わる再開発手法を案出し、今後、他の地域でもi!fむであろう老朽化

したショ yプハウスの再開発手法として普及させていく使命がある。
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写工r3 4 チュラロンコン大学の再IJfl発の事例 l

写只3-5 チュラロンコン大学のPJ開発の事例 2

第 2節 郊外市街地の形成過程と問題点

対象地域の何倍付け

研究対象地域は、西端をパホニヨテ ィン通り (R3+R4)、尚端を ラyプラオ通り (R7)と

する約2600haの地域である。パホニヨティン通りは y ョップハウスが0-200m図に集中す

る南北方向の主要幹線道路であり、ラップラオ通りは建売住宅地が1000-II00m圏に集中

し、上物が50%未満の宅地分譲地が900-1200m圏に集中する特異な路線である。

対象地域は行政的に、パンケンとバンカピーの 2つのケットに含まれている。これらの

ケッ トは1970年以降に人口が急得した地区で、 1970年から1980年の人口地加率がパンケン

が90.8%(24ケ yト中 3位)、バンカピ か168.7%(同 l位)となる。

1984年の住宅地の面積構成を見ると、パンケンは宅地分:在地、個別住宅地、建売住宅地

の合計が80.2%なのに対して、ショ yプハウスは2.1%に過ぎない。川 ンカピ も同様で、

宅地分譲地、個別住宅地、 ill売住宅地の合計が93.2%なのに対して、ショ yプハウスは1.

7%に過ぎない。特に、パンカピ は、建売住宅地面積のH.3%(24ケ yト中 I位〉、宅地

分譲地面積の25.7%(同 2位〉、個別住宅地面積の14.5%(同 2位)が集中している。

車重皇室I童

対象地域の西端より 3.1 Km東側を南北にラップラオ運河が流れている。1987年の時点で ラ

yプラオ運河の両岸を結ぶ通りは 4本しか存在せず、対象地域はラ yプラオ運河により東

西岸に分断されている。対象地I或内の道路網図(図 3ー7)の変化を見ると、 1954年の時

点では地域内に道路はほとんど見られない。 1967年の時点で南北方向のソイ ・チョクチャ

イ4と東西方向のソイ ・セナニコム lが建設されているが、それに後続する住宅地の区画

道路はまだ少なく、市街化は幹線道路沿線部分から進行している。 1974年、 1984年と時代

が下るに従い、住宅地に住宅地がぶら下がり、網形成を経ずに市街化が進行していく状況

がわかる。

1974年、 1984年、 1987年の 3時点の土地利用現況図にバホニヨティン通りとラ yプラオ

:iffiりの交点を原点とする 100mメyシュを切り、各メ ッシ ュ中で最大面積の住宅地頬型でそ

のメ :1 Y .:J， を代表させた。但し、ゾヨツプハウスに関しては l棟以上が存在するメ :1 Y ュ

を当該メッシュとした。その結巣、ラップラオ運河の西岸に1113メ yシュ (42.7%)、東

岸に149 5メ :1 :ノュ (57.3%)、全体で2608メツゾュが得られた。
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図 3ー 7 パンケン・パンカピ一地域の道路網図(1 987年)
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① 100 mメ yシュtjJ.位の分析

1974年の状況(関 3-8 ) 

1974年のラ yプラオ述河西岸の市街化率は80.0%であった。 ここでいう市街化率とは、

住宅地メ :J :/ュ数を全メ y シュ数で除、した値である。

住宅地類型別では宅地分譲地の権成比が大きく、市街化完了宅地分譲地が501メッ シ品(

西岸住宅地メ y シュの51.1%)、市街化未了宅地分該地が165メッY ュ(同18.5%)で合わ

せて69.6%を占める。ショ yプハウスは92練 (43メ yγ ュ)で、パホニヨテ ィン通りと ラ

ップラオ通りの交点のAl地区に35棟 (38.0%)が集中し、 パホユヨティン通り及びラ y プ

、ラオ通り沿線のそれ以外の場所に50綴 (54.4%)が立地している。

1974年のラ yプラオ運河東岸の市街化率は42.2%であった。

住宅地類型別ではやはり宅地分譲地の害IJ合が大きく、市街化完了宅地分譲地が168メ :1 :，/ 

ュ(東岸住宅地メッ y ュの19.4%)、市街化未了宅地分譲地が348メッシュ(同40.3%)で

合わせて59.7%となるが、西岸とは逆に市街化未了宅地分譲地の方が市街化完了宅地分譲

地よりも大きくなっている。これは、東岸が西岸よりも市街化の開始時ltilが遅か ったため、

まだ上物が建ち揃わないためである。市街化の遅れは新しい開発形式である建売住宅地が

開発される余地を残していたともいえ、 48メ :J :/ュ (5.6%)が開発されている。特に、

ホニヨティン通りから東に2.5 Km、ラ yプラオ通りか ら北に4.OKm内陸の82地区に20メ;!:/ 

ュが開発されている事は注目される。 ショ yプハウスは24棟(15メッシュ〉で、ラップラ

オ通り沿線に 15棟 (62.5%)が集中している。

以上を以下にまとめる。

・西岸の方が東岸よりも市街化の時期が早かったため市街化率が高く、また宅地分譲地に

おける上物の建ち上がりが多い。

・東岸の幹線道路から奥まった協所に新しい開発形式である悠売住宅地が大規模に開発さ

れ始めている。

-西岸には幹線道路の交点であるAl地区にショ yプハウスの面的なJ;R績が見 られるが、東

西岸共に幹線道路沿線に γ ョ yプハウス、その背後に一戸建て住宅地という市街地の基

本構造は類似している。

1974年の時点で、ラ y プラオ運河西岸は宅地分譲地開発により市街化がほぼ完了してい

た。東岸では西岸よりも市街化の開始時期が遅れたため宅地分譲地開発は進まず、この時

点では住宅地開発のための余地を残していたといえる。

ー117-



プ

宅

損

宅

司
直
図

吻幽

ロ

任〉

図 3-8 パンケン ・パンカピ一地域の1974年の土地利用現況図
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1974年か ら1984年の変化(図 3-9 ) 

1974年か ら1984年に西岸では空地が110メ y シュ減少 し、市街化率が9.9%1('JJJ日し89.9%

となった。増加メ y シュの主なものは、ショ yプハウスが55メ yγ ュ(西岸地加メ ッゾユ

の50.0%)、大規模建物が27メ 1 :/ュ(同24.6 %)、市街化未了宅地分譲地が21メ ，/:/..:1.

(同19.1%)、!i!l売住宅地が16メッ γ ュ(同14.6%)である。ショ yプハウスの地IJ1l株数

は129棟で、東西全増加線数の50.4%とほぼ半数を占めている。

1974年から 1984年に東岸では空地が475メソ γ ュ減少し、市街化率が3l.8 %地加し74.0%

となった。増加メ yシュの主なものは、建売住宅地が318メ Y y "， (東岸地力日メッシュの6

7.0%)、ショップハウスが56メ yシュ(同11.8%) ・127棟、大規模建物が51メ ;J :/ュ(

同10.7%)、市街化未了宅地分譲地が25メッゾユ(同5.3%) ，('あ る。

1974年から 1984年の住宅地開発とショップハウス開発の位置及び量的な関係を検討する。

1974年の時点ですでに開発されていたB2地区の20メ y シュの建売住宅地の西田11にさ らに95

メッシュの大規模な建売住宅地が開発された。これに伴い82地区からラ y プラオ通りへの

アクセス路であるチョクチャイ 4がパンコク市役所により拡幅された。ショップハウスは、

B2地区内に19練(12メッ νュ)、チョクチャイ 4とラップラオ通りの交点のA2地区に50練

( 16メ y シュ〉 、チョクチャイ 4沿線に49棟(22メッシュ)、 82地区からパホニヨティン

通りへのアクセス道路の交点の81地区に26棟(10メ yシュ)、アクセス道路沿線に14事li( 

5メッシュ)が開発された。特に、 A2地区の開発は、500戸を越える大規模なものであった。

B2地区の建売住宅地 I~日発に関連するショップハウス開発は、東岸で 11 8~.li (50メ yシュ)、

西岸で40棟(15メッシュ)、合計158棟 (65メ y シュ)となる。こ れは、 1974年か ら1984年

の全地加量の棟数比で6l.7%、メ .Yシュ比で58.6%にあたる。

以上を以下にまとめる。

・西岸よりも東岸で急激に市街化が進行した。東岸の市街化の進行は大規模な建売住宅地

開発によるものである。西岸は市街化率がすでに高く、空関I由を埋める形で宅地分3産地

開発が進行した。

・東岸のショップハウスの増加線数分布はB2地区の建売住宅地開発に関連する場所が大半

を占め、その影響は ラップラ オ運河西岸にも及んでいる。

幹線道路から離れた内陸の B2地区 lこ大規模な~売住宅地が開発される ~I~ により幹線道路

へのアクセス道路の拡幅が行われ、その沿線にショップハウスが開発されると共にソイ パ

スιJが走る地域内幹線道路として機能し始め、対象地域の市街地構造の再椛成が行われた。
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図 3-9 パンケン ・パンカピ一地域の1974年から1984年の土地利用変化図
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1984年から 1987年の変化(I苅3ー 10 ) 

1984年から 1987年に西岸では空地が45メ y シュ減少し、市街化E容が4.0%j自1mし93.9%と

なった。士宮加メッ γ ュの主なものは、 1主売住宅地が36メ y yュ(西岸地IJ日メ yシュの80.0

%)、大規模建物が10メ y シュ(同22.2%)、ショ yプハウスが5メ y シュ(同11.1 %)で

ある。ンヨ yプノ、ウスの地』加線数は12事Iiで、そのすべてが82地区の!Jl売住宅地とは関連の

知tい場所に立地している。

1984年から 1987年に東岸では空地が136メ y シュ減少し、市街化率が9.1%増加し83.1%

となった。士自加メッシュの主なものは、建売住宅地が62メ 1 "'""" (東岸増加メ y Y .:z.の45

6%)、市街化未了宅地分譲地が57メッシュ(同41.9%)で、ショ yプハウスの士官加は見

られなかった。地加した市街化未了宅地分譲地の集積は82地区の周辺に10-20メッシュ rl1

位で分布しているが、建売住宅地は1-2メ /Y ュの集積が点在している。

以上を以下にまとめる。

・西岸における市街化率の上昇は小さく、 12棟の地加ショ y プハウスは既存の集積の周辺

に開発されている。東岸は西岸よりも市街化未了宅地分譲地や建売住宅地等の住宅地IJfl

発に{半う市街化率の上昇率は高いが、ショ yプハウスのt曽加は見られない。

1984年以降も鈍化したとはいえ、東岸では市街化が進行している。しかしそれは辺先住

宅地や市街化未了宅地分譲地等の開発によるものであり、ゾヨ y プハウスの開発は見られ

ない。これはショ yプハウスが市街化のあるl時期に住宅地開発と述勤しながら集中して開

発される事を意味している。

市街化率から見ると、東岸は西岸よりも 10年間1ほど市街化が遅れて進行しているといえ

る。 1970年代にパンコクの住宅地開発の主流は宅地分譲地から建売住宅地へと移行した。

1974年の川ンコクの住宅地面積は18539.0haで、その構成は宅地分譲地41.3%、建売住宅地

7.2%であ った。 その後、 1974年から1984年にパンコクの住宅地面積は11374.1hall'J!J日し、

地加面積に占める宅地分譲lt!Jの割合が17.8%であるのに対して、 ill売住宅地は26.2%であ

った。宅地分譲地では上物が建ち揃うまでに時間がかかるが、j]売住宅地は開発完了後に

すぐに顧客の士官加が見込め、ショップハウス開発の直後の誘因となり得る。一戸建て住宅

地の開発形式の変化が、住宅地開発と述勤した新たなゾヨ yプハウスの開発パタ ーンを生

み出したといえる。そのパターンは、幹線道路から離れた82地区に大規模な建売住宅地が

Ilf.l発される事により、対象地域の市街地構造の再構成が行われた事例にも現われている。
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②ショ yプハウス集積地の市街地の形成過程とその椛成

対象地域内で顕著なショ yプハウスの集積が見られる 4地区を選定し(図3ー 7参照〉、

市街地の形成過程とその構成の検討を行う。建物i倍数及び I階建物用途(表 3-2 )は、

1988年に現地調査を行った。

Al地区(図 3-1 1、 12) 

A 1地区は多数のパス路線が交錯するパホニオ ティン通りとラップラオ通りの交差点に

位置する。映函館 I箇所、市場 2箇所が立地しており、近隣の中心商業地域とな っている。

地区のほぼ中央をラ y プラオ通りから袋小路のソイが仰び、地区を東西に分割してい る。

1974年の時点ですでにソイ沿線には不整形な道路網の高密個別住宅地が開発されていた。

ソイの西側lこはパホニオティン通りとラ yプラオ通り沿いに ショップハウスが速なり、

背後に映函館と市場を核とする商業施設が広がる現状に近い形まで開発が進行していた。

交差点付近のショ yプハウスの背後には、チャイナタウン地区の械な裂屋が見られる。

ソイの東mlJではラ yプラオ通り沿線のショ yプハウスとその背後に位自立す る市場が主な

商業施設であった。

1974年から 1984年の聞にソイの東側地区のほぼ中央に学校が建設された。さらに地区の

北部を通る円弧状のラチャタピセッ通りが延長され、その周辺に住宅地開発が進行した。

これらの開発に伴い、ラ yプラオ通りから北に新たなソイが設け られ、その沿線と学校の

南側から住宅地へと延びるソイの沿線にショ yプハウスが開発された。この結果、 1974年

に324戸だったショ yプハウスが1984年までに209戸増加し、 532戸となった。

1974年の時点のA1地区のショップハウスの平均階数は2.8階で、階数別の戸数構成は、

2.0階が106戸、 3.0階が180戸、 3.51倍が14戸、 4.01絡が16戸、 4.5階が8戸であ った。1974年

から1984年までに建設された209戸のシヨ y プハウスの階数は、 2.0階建の ショップハ ウス

は建設されず、 3.0階が123戸、 3.5階が57戸、 4.0階が16戸、 4.5階が13戸であっ た。 この結

果、 1984年の時点の A1地区のショップハウスの平均階数は3.01暗とな った。

A 1地区のショップハウスの 11浩正!!物用途大分類の構成は(表3-2)、公共系7戸(1 

3%)、商業系253戸 (47.5%)、業務系16戸 (3.0%)、住居系155戸 (29.0%)、工業系

16戸 (3.0%)、その他86戸(16.1%)である。 1階建物用途小分類で多いのは、住宅148

戸 (27.8%)、専門品庖92戸(17.3%)、サ ピス業61戸 (1l.4%)、日用品庖48戸(9. 

0%)、空家45戸 (8.4%)等である。
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A2地区 (関 3-1 3、 14) 

A 2地区は A 1地区よりも新しい集積地で、ラ y プラオ通りと大規模な住宅地開発であ

るB2地区へのアクセス路であるソイ・チョクチャイ 4の交差点に位置している。映函館

1箇所、市織が 2箇jifr立地しており、近隣の中心商業地i或となっている。

地区のほぼ中央をラ yプラオ通りからソイ ・チョ クチャイ 4が仰ぴ、地区を東西に分割

している。 1974年のl時点の A2地区には、ソイ・チョクチャイ 4の西田lのラ yプラオ通り

沿線に35戸の3.0階建のショップハウスが開発されているだけであった。

1974年から 1984年の聞に地区内に140戸の建売住宅と3棟の公共住宅が開発され、ソイ・

チョクチャイ 4の7クセスする地域に大規模な建売住宅地開発が行われた。また、ソイ ・

チョクチャイ 4の西側に市場が建設され、東側にも映函館と市場が建設された。

これらの開発に伴い610戸のショ y プハウスが建設された。中でもs.CHAIKAMON開発会社

(現存せず)による東 ~lrJ の市湯とその周辺の約 500戸のショ y プハウスの開発は、 1970年代

の開発の中でも最大規模のものであった。

1984年の時点のA2地区のショソプハウスの平均階数は3.31稔で、階数別の戸数構成は、

2.01階建のショップハウスは皆無で、 3.0階が309戸、 3.5階が308戸、 4.0階が21戸、 4.5階が

7戸であった。1974年以降に開発が進行した A2地区では、ショ y プハウスの階数は3.0階

及び3.51暗に統ーされている。また、 1976年の土地再分割規制lの改正後に開発が行われたこ

の地区には、十分な道路幅員が取られており、空地兼駐車場として利用されている。ソイ

・チョクチャイ 4の沿線のゾヨップハウスの東側の棟の背後には、タウンハウスが併せて

開発されている。

A 2地区のショップハウスの 1階建物用途大分類の椛成は(表 3-2)、公共系25戸(

3.9%)、商業系377戸 (58.5%)、業務系40戸 (6.2%)、住居系62戸 (9.6%)、工業系

23戸 (3.6%)、その他118戸 (18.3%)である。 I階建物用途小分類で多いのは、専門品

庖103戸 (16.0%)、サ ービス業94戸(14.6%)、食堂63戸 (9.8%)、住宅62戸 (9.6%)、

日用品庖56戸 (8.7 %)、空家55戸 (8.5%)等である。

B I地灰(図 3-15、 16) 

B 1地区には1950年代後半に工場が建設され、バホニヨティンi湿りまでのアクセス路と

してソイ ・セ ナニコム 2が建設された。周辺は高密個別住宅地とな っている。ソイ ・セ ナ

ニコム 2とその南方約500mを平行に走るソイ ・セ ナニコム Iとを結ぶソイが、地区のほぼ
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中央を南に{申び、地区を東西に分割し ている。 1974年の時点では、このソイの沿線とソイ

とソイ・セナニコム 2の交差点に市湯が位置し、そ の周聞に114戸のショップハウスが開発

されていた。1974年か ら1984年の問に、地区の東側に20戸のill売住宅を含む住宅地開発が

行われたが、ショ yプハウスが開発されたのはソイ・セナニコム 2とソイ・セナニコム 1

を結ぶソイ沿線の22戸のみであった。

B 1地区のショ yプハウスの平均|倍数は2.7階で、|帯数別の戸数構成は、 2.0階が56戸、

2. 5階がB戸、 3.0階が45戸、 3.51惜が27戸である。 4地区中最古のショップハウスの集積地

である B1地区のショップハウスの平均階数は、最小となっている。 1974年から 1984年に

開発された22戸のショ y プハウスの階数は、 2.0階4戸、 3.51培18戸である。

B 1地区¢ショ yプハウスの 1階建物用途大分類の構成は(表 3-2 )、公共系5戸 (3

7%)、商業系78戸 (57.4%)、業務系2戸(1.5%)、住居系36戸 (26.5%)、工業系9戸

(6.6%)、その他6戸 (4.4%)である。 1階建物用途小分類で多いのは、住宅36戸 (26

5%)、日用品J苫27戸 (19.9%)、サ ピス業22戸 (16.2%)、惣菜屋10戸 (7.4%)等で

ある。

日2地区(図 3- 1 7、 18) 

B 2地区は、ソイ ・セナニコム 1とソイ ・チョクチャイ 4の交差点の東側に位置する。

周辺は1970年代に開発が始め られた大規模な建売住宅地とな っている。

1974年に地区内に建売住宅が建設され始めた時点では、ショ yプハウスは 1戸も開発さ

れていなかった。 1974年から1984年の聞に、建売住宅地開発は地区の西側にまで広がり、

ソイ ・セナニコム 1沿線及びセナニコム 1から南に延びるソイの沿線に214戸のショ yプハ

ウスが開発された。 B2地区では住宅地の区画道路沿線に背割り型街区が行われている。

B 2地区の:/ヨップハウスの平均階数は2.9階で、階数別の戸数構成は、 2.0階が45戸、

2. 5階が26戸、 3.0階が79戸、 3.5階が64戸である。 B1、 B2地区では幹線道路沿線に立地

する A1、A2地区には見られない2.0-2.5階建のショ yプハウスが建設されている。

B 2地区のショ γ プハウスの l階建物用途大分類の構成は(表3-2 )、公共系5戸 (2

3%)、商業系78戸 (47.2%)、業務系5戸 (2.3%)、住居系66戸 (30.8%)、工業系16

戸 (7.5%)、その他21戸 (9.8%)となる。 l階建物用途小分類で多いのは、住宅66戸(

30.8%)、サ ービス業36戸(16.8%)、日用品庖21戸 (9.8%)、食堂18戸 (8.4%)、空

家15戸 (7.0%)等である。
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図 3-)3 A2地区配置図 (1974年) 図 3-1 5 s 1地区配置図 (1974年)
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図 3-14 A2地区配置図 (1984年) 図 3-)6 sl地区配位図(1 984年)
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4地区の平均|稽数は3.1階となり、チャイナタウン地区の平均l倍数の3.01'街にほぼ等しい。

しかし掻高階数を比較すると、 4地区内は4.5階、チャイナタウン地区内は 1J. 0階とな り、

チャイナタウン地区における階数の分布の変動の幅の方が大きい。

4地区の平均|指数を比較すると、幹線道路沿線に位位する A1、A2地区の方が内陸部

に位註する s1、 s2地区よりも高く、 1974から1984年に開発が進行した A2、 s2地区

の方が、 1974年以前に開発された A1、 s1地区よりも向い。織も多い階数は各地区共に

3.0階である。 1974年以降にも、 A1、A2地区では開発されていない2.0-2.5階の住戸が

s 1、 s2地区では開発されており、 s1、 s2地区では開発されていない4.0-4.5階の

住戸が A1、 A2地区では開発されている。

4地区合計の l階建物用金大分類の構成は、公共系42戸 (2.8%)、商業系809戸 (53.0

%)、業務系63戸 (4.1%)、住居系319戸 (20.9%)、工業系64戸 (4.2%)、その他231

戸 (15.1%) となる。チャイナタウン地区と比較すると(表 3-1、 2)、併用住宅とし

て利用されている γ ョップハウスは戸数比で70.6%となりほぼ等しいが、商業系の割合が

高く 、住居系の割合が低くなっている。これは郊外地域のショップハウスの方が商業施設

としての性格が強いII.を示す。 1階建物用途小分類で多いのは、住宅312戸 (204%)、専

門品庖214戸 (14.0%)、サ ービス業213戸(13.9%)、日用品JS152戸 (10.0%)、空家l

18戸 (7.7%)、食堂115戸(7.5%)等である。これをチャイナタウン地区と比較すると、

サービス業、日用品底、食堂等の害11合が高く、最寄り性のおい構成となっている。

4地区内の 11惜ill物用途大分類を比較すると(表 3-2 )、商業系が段多である点は共

通しているが、その内訳をffi物用途小分類で見ると、 A 1、 A2地区では専門品庖が日m
品庖よりも多く、 s1、 s2地区はその逆になっている宮}。これは、幹線道路沿線に位置

する A1、A2地区の方が、内|陸部に位置する s1、s2地区よりも買い回り性が高い商

業地域を形成している ~r~ を示している。 A 1、A2地区内における映画館の存在もこれを

裏付けている。また、サ ピス業は、 s1、 s2地区の方がA 1、A2地区よりも構成比

が高い。これも内陸部に位誼する s1、 s2地区周辺の住人の方が、近所で用事をすませ

る率が高いためであろう。大規模な住宅地開発lこ隣接する s2地区及び住宅地開発に連動

して開発された A2地区では食堂の割合も高く、周辺の住民が外食を多くしている事を示

している。純住宅としての利用は住宅地に隣綾する s2地区が30.8%と最も高く、好立地

に位置する A2地区が9.6%と最も低く、 A1、 s1地区は各々、 27.8%、26.5%と両者の

中間となっている。
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第 3節 近年のショップハウス開発の実態と問題点、

TISCOの調査報告書¥¥，と1989年及び1990年の幹線道路沿線の現地調査の結果を用いて、

近年行われているシヨ yプハウ ス開発の実態と市街地整備上の問題点の把握を行う。

①開発の位置と規模の関係

開発規模別開発件数(図 3-1 9) 

T1SCOによる全140開発の調査では、最大開発戸数600戸、平崎開発戸数49.2戸であった。

開発戸数別の開発件数の分布は、 5-9戸が28件 (20.0%)、10-19戸が31件 (22.1%)、

20-29戸が 18件 (12.9%) 、 30-39戸が 12件 (8.6%) 、 ~0-49戸が 13件 (9.3%) 、 50-

99戸が22件 (15.7%)、100-149戸が9件 (6.4%)、150戸以上が7件 (5.0 %)である。

現行の開発規制j制度の迎用条件を考えると、9区画以下の開発は土地区画規制が適用され

ず、内閣条例 7条による駐車h誌を設置する必要もない。 49区画以下の開発は下水処理施設

用地を供出する必要がなく、 99区画以下の開発は公園芸事の公共施設を設ける必要がない。

これは、開発件数比で20.0%(28件)の開発が駐車場を、 72.9%(102件)の開発が下水処

理胞設を、 88.6%(124('1')の開発が公共施設を設ける必要が無い事になる。

3s 

3日

25 

a 

15 

¥0 

5 

日

開発規棋

1宮7'e-TI

-9 -29 -49 -a -89 -¥凶 ー¥29 -¥49 200 46目白狙
ー19 -39 -69 -79 ~冶ー119 -139 -159 2!迎511!

開発戸~

図 3- 1 9 開発規模別開発件数
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都心からの距離と開発規伎の関係(関 3-2 0 ) 

都心(ファランポ ーン駅)からの距離と開発数(開発件数・延べ戸数〉の関係を見ると、

5Km圏内が32件 (22.9%) ・ 1160戸 (16.9%) 、 5-IOKm圏が 5~ 件 (38.6%) ・ 1952戸( 28 

~%)、 10-15Km圏が 36件 (25.7%) ・ 2 361戸 (3~. 3%)、15-20Km圏が18件 (12.9%) 

1413戸 (20.5%) となる。都心か ら5Km圏内、 5-1 OK m闘では件数比が戸数比を上回り、

逆に10-15Km圏、 15-20Km図では戸数比が件数比を上回っている。

都心からの距離と平均開発戸数の関係を見ると、 5Km圏内は36.3戸、 5-10Km圏が36.2戸、

10-15Km図が65.6戸、 15-20Km圏が78.5戸となり、 10Km図以遠で平勾戸数が大きく増加し

ている。

距離図別に開発戸数別の開発件以を見ると、 5Km圏内は5-10戸が4件、 10-50戸が21件、

50-100戸が 6件、 200-~00戸が 1 件であり、 5-IOKm閣は 5-10戸が 15件、 10-50戸が 25 件、

50-100戸が9件、 100-200戸が5件であり 、10-15Km函は5-10戸が5件、10-50戸が20件、

50-100戸が6件、 100-200戸が3件、 400戸以上が2併であり、 15-20Km圏は5-10戸が4件、

1 0-50戸が 8件、 50-100戸が 1 件、 100-200戸が 3 件、 200-~00戸が 1 件 、 ~ O0戸以上がl件で

ある 0

5i'牛の開発戸数が200戸以上の開発は、 5Km圏内に l件、 10-15Km図に2件、 15-20Km圏に2

件が立地しており、やはり平均規模が大きく増加する10Kml国以速に大半が立地している。

特に、開発規模が ~OO戸を越える 3件の開発のすべてが 10Km図以速に立地している。

NHAの調査によると 10i、1984年の都心か らの距離別の市街化率は、 5Km圏内は94.2%、

5-10Km圏は52.5%、10-20Km圏は37.3%と都心から離れるほど低くなっている。 1974年か

ら1984年の聞の市街化率の培:11日は、 5Km圏内は2.7ポイント、 5-10Km圏は16.8ポイント、 1

0-20Km!mは15.8ポイントとなり、市街化率の高い都心から5Km圏内ではほとんど上昇が見

られない。

市街化率とショ yプハウスの開発動向を考え合わせると、都心から5Km圏内では、 1974年

の時点ですでに市街化率が高く、開発用地を確保する事が困難なためショップハウスは開

発数、開発規模共に小さい。 5-10Km圏では、 1974年から1984年の問に市街化率が上昇して

いる事を反映してショップハウスの開発数も多いが、その開発規模は比較的小さい。 10-

15Km圏、 15-20Km図も 1974年から1984年の聞の市街化率の上昇が著しく、また1974年の時

点の市街化率が低い事を反映してショ yプハウス開発が盛んな地域であるが、大規模開発

が集中している。
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前市道路の性絡と開発規模の関係(図 3-2 0 ) 

J ICAによる交通量調査 121とパス路線により、パンコクの道路を主要幹線道路、幹線道路、

揃助幹線道路、区画道路lこ4区分した。

主要幹線道路及び幹線道路はパス路線であり、主要幹線道路はトリ y プ長が長く交通量

の多い道路、幹線道路はトリップ長が短くで交通量の多い道路である。補助幹線道路は、

主要幹線道路及び幹線道路聞を給ぶ比較的交通量の少ない道路であり、区画道路は住宅地

内のアクセスである。

前面道路の性格と開発数(開発件数・延べ戸数)の関係を見ると、主要幹線道路沿線が

34件 (24.3%)・ 1399戸 (20.3%)、幹線道路沿線が70件 (50.0%) ・4247戸 (61.7%)、

m助幹線道路沿線が34件 (24.3%) ・1173戸 (17.0%)、区画道路沿線が2件 (14%) ・
67戸(1.0%) となり、開発件数、延べ戸数共に幹線道路沿線に集中している。

前面道路の性格と平均開発戸数の関係を見ると、主要幹線道路沿線が41.2戸、幹線道路

沿線が60.7戸、補助幹線道路沿線が34.5戸、区画道路沿線が33.5戸となり、幹線道路沿線

の平均戸数が特に大きい。

前面道路の性格別に開発戸数別の開発件数を見ると、主要幹線道路沿線は5-10戸が11件、

10-50戸が14件、 50-100戸が5件、 100-200戸が3件、 200-400戸が1件であり、幹線道路

沿線は5-10戸が10件、 10-50戸が37件、 50-1 00戸が15件、 100へ-200戸が5件、 400戸以上

が3件であり、補比1民e'i'線道路沿線は5-10戸が7件、 10-50戸が21件、 50-100戸が2件、 100

-200戸が3件、 200-400戸がl件であり、区画道路沿線は10-50戸が2件である。

5刊の開発戸数が200戸以上の開発は、主要幹線道路沿線に1件、幹線道路沿線に3件、楠

日IJ幹線道路沿線に 11'牛が立地しており、やはり平均規模が大きい幹線道路沿線に多くが立地

している。特に開発規模が400戸を越える3件の開発のすべてが幹線道路沿線に立地してい

る。

主要幹線道路沿線の開発よりも幹線道路沿線の方が開発数、開発規模共に大きいのは、
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主要幹線道路における交通量の大半が長トリップ交通であり 、ショ y プハウスの顧客獲得

の機会を増加させる比較的短 トリ y プで交通量の多い道路が幹線道路として区分されてい

るためであると思われる。

都心からの距離日1)に開発数が最も多い道路は、都心から5Km圏内は補助幹線道路、 5-10

Km圏は主要幹線道路、 10-15Km図と 15-20Km阻は幹線道路である。特に、都心から10Km以

遠の幹線道路沿線の開発は開発規模も大きく、 400戸を越える開発のすべてが立地している。
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②開発形態の分類と問題点

1989年と 1990年に建設中であった20箇所の yョ y プハウス1)日発の現場事務所において、

配置図の収集と聞き取り調査を行った(図 3-2 1 )。都心からの距離別の調査件数は、

都心から5Km圏内が4件、 5-10Km圏が9件、 10-15Km図がH牛、 15-20Km闘が3件である。

5Km圏内の開発の事例

-事例 1 (図 3-2 2 ) 

チャ イナタウン地区の東端に位置しており、敷地の形状は不整形である。以前はガソリ

ンスタンドであった。南北の道路を給ぶ形で敷地中央にソイが取られ、付随して駐車場を

設けている。 4棟 ・21戸の4.5階建のショ y プハウスを配置している。

-事例 2(図 3-2 3 ) 

チャイナタウン地区で最古の地区に位置しており、以前は木造家屋が建っていた。敷地

の形状が不整形な上、前面道路に接する中央部に別のショ y プハウスが建っている制約が

あるため、 7棟 ・20戸の4.5階建のショ yプハウスを敷地なりに配置している。再開発によ

り木造家屋の不燃化は達成されたが、建物階数が増加したために周辺環境は悪化した。

-耳E例3 (図 3-2 4 ) 

ラ74世通りとシーパァヤァ通りが交差する交通の妥所の角地に位置しており、以前は

空地であった。 2練・ 7戸の4.5階建のショ y プハウスを L字型に配位し、道路に函した部分

を駐車場としている。

-事例 4 (図 3-2 5 ) 

ヤナワ 区の中心商業地域に位置しており 、敷地の形状は方形で、外周を道路に図まれ

ている。以前は週末に開かれる市場であった。敷地内には幅員15mのソイが取られ、 3根!. 

45戸の4.5階建のショ yプハウスを平行に配置している。

5-10Km閤の開発の事例

・事例 5 (図 3-2 6 ) 

パホニヨティン通り沿線に位置しており、敷地は三方が道路に侵している。以前は木造

家屋が建っていた。敷地内部に幅員12-15mのソイが取られ、 13棟 ・121戸のショップハウ

スを配置している。ショ yプノ、ウスの建物規模は確認申請時には4.51惰で申請されていたが、

建設中に屋上への増築や建物後部の避難路への地築等の違反行為が行われている。
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. 'l~例 6 (図 3 2 7 ) 

タハンi通り沿線の交差点に位置しており、以前は木造家屋が建っていた。 3棟 .29戸の4

5階建の γ ョ yプハウスを L字型に配置している。

-事例 7 (図 3-2 8 ) 

ベ y カセム通 り沿線に位置するシ ョ yプハウスのlli替である。 l籾1・9戸の4.5階建のショ

ップハウスを通りに平行に配置 している。

-事伊J8 (図 3-2 9 ) 

ベ yカセム通り 沿線に位位しており、以前は空地であ った。敷地の中央に幅員8m、長さ

120mの袋小路の ソイが取られ、巡りに面した部分は4.5階建のショ yプハウスを2練・ 8戸、

袋小路の両仰は3.5階建のショ yプハ ウスを6棟・ 42戸、合計8事Ii・ 50戸を配置している。

-司王例 9 (図 3-3 0 ) 

ラチャダピセッ通り沿線に位置しており、以前は空地であった。敷地の中央に幅員10m、

長さ86mの袋小路のソイが取られ、 4棟・ 34戸の4.5階建の γ ョyプハウスを配置している。

ラチャダピセッ通り沿線のi.ll物は一律15mのセ yトパ yクが義務付けられており、本開

発では駐車場となっている。

-事例 10 (図 3-3 1 ) 

ラチャダピセッ i湿り沿線に位置しており、以前は空地であった。背後の道路と結ぶ形で

敷地の中央に幅只12m、長さ230mのソイを設け、 8事Ii・ 84戸の4.5階建のショァプハウスを

配置している。 15mのセットパ yタ部分は、駐車場となっている。

-事例 11 (図 3-3 2) 

ラチャダピセッ通り沿線に位置しており、以前は空地であった。背後の道路と結ぶ形で

敷地の中央に幅員10-20m、長さ250mのソイを設けている。8事Ii・88戸の4.5階建のショッ

プハウスを配置 している。 15mのセ yトパ yク部分は、駐車楊とな っている。

. ~p:例 1 2 (図 3-3 3) 

ラチャダピセ y通り沿線に位置しており、以前は空地であった。敷地形状は方形で、三

方が道路に接している。敷地内には幅員12m、長さ80mの袋小路のソイが取られ、 5棟 ・5

。戸の4.5階建のショップハウスが配位されている。

-事例 13 (図 3-3 4 ) 

ラチャダピセ dliり沿線に位置しており、以前は空地であった。敷地形状は不整形で、

ラチ ャダピセ y通りと緩い角度で交わ っている。iillりにほぼ垂直に幅員14m、長さ60mの
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袋小路のソイが取られ、途中からi湿りに水平方向に幅員12m、長さ 180mの袋小路のソイが

枝別れしている。8棟 ・94戸の γ ョ y プハウスを敷地なりに配位している。

10-15Km圏の開発の事例

・事例 14 (図 3-3 5) 

スクムピットソイ 77 (オンヌット)沿線に位置しており、以前は空地であ った。敷地

の中央に幅員12m、長さ70mの袋小路のソイを取り、オンヌ y ト面した部分には4.5階建の

ショップハウス、袋小路の両側には3.5階建のショ ップハ ウス、合計4棟・ 34戸を配置して

いる。

-事例 15 (図 3-3 6 ) 

新規開発道路のクルンクリントラ通りとスクムピ y トソイ 77の交差点に位置しており、

以前は空地であった。 2棟・ 24戸の4.5階建のショ yプハウスを通りに平行に配置している。

クノレンクリントラ通り沿線の建物は一律15mのセ yトパ yクが義務付けられており、本開

発では駐車場となっている。

・事例 16 (図 3-3 7 ) 

ラァプラオ通り沿線に位置しており、 4練 ・43戸の y ョyプハ ウス、 42練 ・404戸のタウ

ンハウス、 l戸の邸宅の 3種類の住宅類型の複合開発である。

敷地の形状は旗竿状であり、全体の構成は大きく 2分割される。ラップラオ通りから幅

員13mのL字型のソイが設けられ、そ のソイに幅員9m、長さ515mの袋小路のソイが援続

している。ラップラオ通り及びL字型のソイの沿線には4.5階建の Y ヨップハウスが配置さ

れ、一角に小公園が設けられている。袋小路のソイの西slIJには3階建のタウンハウス、東側

には幅員6m、長さ 80-100mの袋小路が分岐し、 2階建のタウンハウスが背割り型に配置さ

れている。ソイの突き当り部分には地主の邸宅が配置されている。

・事例 17 (図 3-3 8) 

ラyプラオ返り沿線の交差点に位置しており、以前は空地であ った。2棟・ 22戸の4.5['倍

建のショップハウスを L字型に配置している。

l 5Km閤外の開発の事例

・事例 18 (図 3-3 9 ) 

スカピパーン3辺り沿線に位置しており、 12練・ 128戸のシ ョップハ ウス、 9棟・ 101戸の
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タウンハウス、 193戸の一戸住て住宅の 3経類の住宅綴型の彼合開発である。

敷地の形状は奥に行くに従い広がる旗竿状であり、全体の締成は大きく 3分害IJされる。

スカピパ ン3j湿り沿線には4.5階建の γ ョップハウスが配位され、 15mのセ yトパ yク部

分は駐車場となっている。スカピパ-/3 iillりから幅員12m、長さ 400mのソイが設けられ

ている。最初の180mは旗竿の竿に当たり、両側に3.51精砲のゾヨップハウスが配置されて

いる。続く &Omは岡田1)に3.5階建のショ yプハウスが配置され、その背後は幅員&mの袋小

路が分岐し、 2階建のタウンハウスが配置されている。次の80mは両側に3.5階建のショ y

プハウスが配置され、その背後は幅員&mの袋小路が分岐し、平屋の一戸建て住宅が背割り

型に配置されている。敷地の妓奥部は平屋の一戸建て住宅が背割り型に配置されている。

-事例 19 (図 3-4 0) 

スカピパーン3通り沿線に位位しており、 6棟 ・88戸のンヨ y プハウス、 48棟・ 505戸の

タウンハウス、 1&棟.30戸の二戸一住宅の 3極類の住宅類型の複合開発である。

敷地の形状は奥に行くに従い広がる旗竿状であり、全体の構成は大きく 3分割される。

スカピパーン 3通り沿線には4.5階建ショップハウスが配賀され、 15mのセ ットパ yク部分

は駐車場となっている。スカピパーン3通りから幅員12m、長さ&30mのソ イが設けられ、

運河に突き当たる部分に下水処理施設が設けられている。最初の410mは:Mt竿の竿の部分に

当たり、両側に3.5階建のショップハウス、 21階建のタウンハウス、 3階建のショップハウス、

2階建の二戸ー住宅の順で建物が配位されている。奥の右手には、ソイ沿いに2階建のタウ

ンハウスが配註され、背後にソイに妥直方向の袋小路沿いに平屋のタウンハウスが背骨jり

型に配置されている。奥の左手には、 ソイ沿いに2階建のタウンハウスが配置され、背後に

2階建タウンハウスが配置されている。

-事例 20 (図 3-4 1 ) 

スカピパーン 3巡り沿線に位置しており、 2棟 ・17戸のショップハウス、 1&棟.284戸の

タウンハウス、 24戸の一戸挫て住宅の 3種類の住宅類型の彼合開発である。

敷地の形状は短冊i状であり、全体の構成は大きく 3分割される。スカピパーン 3通り沿

線には4.5階起のショ yプハウスが配置され、15mのセ y トパ yク部分は駐車場となってい

る。ショ y プハウスの背後より幅員8m、長さ4&Omのソイが設けられ、運河に突き当たる

部分に下水処.Iill施設と幼稚園が設けられている。最初の220mには両側に2階建のタウンハ

ウスが配置されており、次の90mには24戸の平屋の一戸建て住宅が配Eまされている。敷地

の最奥部にはタウンハウスが配置されている。
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図 3-2 2 事例 l配置図 図 3-2 3 事例 2配置図 図 3-2 4 事例3配置図

(縮尺1:2000) (縮尺1:2000) (縮尺1:2000)
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図 3-2 5 事例4配世図(縮尺1:2000)

図3-2 6 11I例5配置図(紛尺1:2000)
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図 3-2 7 事例 6配置図(縮尺1:2000)

明
図 3-2 8 事例 7配置図(縮尺1:2000) 

図 3- 2 9 事伊18配置図(紛尺1:2000)

回世間j~

{岡田判
図3-3 0 事伊119配置図(縮尺1:2000)

図 3-3 1 事例 10配置図(縮尺1:2000)
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図 3-3 2 事例 11配置図(縮尺1:2000) 

図 3-3 5 事例 J4配置図(絡 事例 J7配世図(縮尺1: 2000) 

図 3-3 3 事例 J2配置図(縮尺1:2000)

図 3-34 IIJ例 J3配置図(縮尺1:2000)
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図3-3 5 事例 14配置図(縮尺1:2000) 図3-3 6 事例 15配置図(縮尺1:2000) 図3-3 8 事例 17配位図(縮尺1:2000) 

図 3-3 7 事例 16配置図(縮尺1:2000)
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図3-3 9 耳.W'I1 8配置図(縮尺1:200
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図 3-4 0 事例 19配置図(縮尺1:2000) 

図 3-4 I 事例 20配位図(縮尺1:2000) 



以上の20件のショップハウス開発の開発形態は、 7クセス道路と敷地・i!1物の配置の関

係より以下に 5分類される。

-公道依存型のリボン状Il日発(事例 3、 6、 7、 15、 17 ) 

-公道から1)日発用地内に私道であるソイを設け、その沿線にショ yプハウスを総状にIJfJ発

するソイ導入型開発 n1Jj9111、 8、 9、 10、 11、 13、 14 ) 

・開発用地内をソイで細分割し、街区を形成する街区形成型開発(事伊14、 5、 12 ) 

・公道から開発用地内に私道であるソイを設け、道路から離れた部分にi面的な住宅地開発

を行う旗竿型開発(事例 16、 18、 19、 20 ) 

.その他〈事例 2 チャイナタウン地区の再開発の事例 2参JJ.I:{) 

リボン状開発は、公道沿線にショップハウスを線状に開発するもので、 IJH発用地内に道

路を設ける必要が無い反而、沿道であるため地価が高価である湯合が多い。 このためリボ

ン状開発の開発戸数は小さく、すべて30戸未満である。また、パンコク市役所条例により、

新設道路沿線では駐車スベースとして道路線から15mのセットパ y クが義務付けられてお

り、セ y トパ yク分の土地代は販売価格に上乗せされている。

リボン状開発は最も単純な γ ョ y プハウスの開発形態であり、その分布も都心か ら5Km圏

内に1件、 5-10Km圏に2件、 10-15Km圏に2件と、 15-20Km圏を除いた全距離圏に分散し て

いる。

ソイ導入型開発は、公道から開発用地内に私道であるソイを引き込みその沿線に開発を

行うもので、ソイの建設資用は開発者の負担となる。 ソイは開発者の所有となる場合とパ

ンコク市役所に移管される場合がある。ソイ導入型開発はさらに、ソイが袋小路である開

発と通り妓けができる開発に分類される。開発用地の背後が運河や他人の所有する土地で

ある場合にはソイが袋小路になりやすく、道路の場合には通り銭けが可能な建物配箇とす

る場合が多い。開発戸数は30-90戸と公道依存型開発よりも大規模であり、通りt左け式の

方が袋小路式よりもソイ延長が長くなる場合が多いため、開発戸数も多くなる。

ソイ導入型開発の分布は、都心から 5Km圏内にl件、 5-10Km圏に5件、 10-15Km圏に1件で

あり、 5-10Km圏に開発が集中している。特に、新規開発道路であるラチャダピセ y通り沿

線には4事例が立地しており、道路建設が終了した直後の市街化の初期の段階にソイ導入型

fll!発が行われる:rJJが多い。
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街区形成型開発は、 11日発用地内をソイで細分割し街区を形成する開発で、市街化が完了

した主要道路の交差点等の好立地に開発が行われる事が多い。桂i区形成型開発はさらに、

Y ヨップハウスが背割り型に配置される背割り型街区開発とショップハウスが市場、映画

館等を核的施設として街区内部に固い込む固い型街区開発に分類される。開発戸数は45-

120戸であり、ソイ導入型開発よりもさらに大きい。街区形成型開発は、用地の取得に多額

の資金を必妥とするため、会社組織の開発業者ーによる開発が多い。

街区形成型開発の分:(iiは、都心から5Km圏内に1件、 5-10Km圏に2件であり、都心から 10

Km圏内に/J日発が集中している。

旗竿型11日発は、道路から離れた地価が廉価な開発用地を大規模に開発するため、ソイ導

入型開発と同級に前面道路からソイを建設し、前面道路沿線と竿にあたるソイの沿線の一

部にショップハウスを開発し、放の部分にタウンハウスや一戸建て住宅を面的に開発する

彼合住宅地開発である。ショ yプハウスの開発戸数は17-128戸と幅が見られるが、開発用

地面積は最も大きい。

1ilt竿型開発の分布は、 10-15Km図に l件、 15-20Km圏に3件であり、都心から10Km園以遠

に開発が集中している。新規拡幅道路のスカピパーン 3通り沿線に3事例が立地しており、

ソイ導入型1m発同様に市街化の初JVJの段階に開発が行われている。

タイの土地は、運炉!と垂直方向に短If日型に区分所有されている事が多く、その所有形態

は運河と平行に道路がili殺されても*ftj寺される。ソイ導入型開発や旗竿ltl開発は、市街化

の初期の段階で開発用地内に私道であるソイを主主役する事により開発を開発用地内部にま

で引き込み、従来言われてきた道路沿線の Y ヨァプハウス開発による後背地の開発の鈍化

という土地利用上の問題を解消するものである。しかし、近年の開発の中には、延長が数

百メ トルにも及ぶソイの突き当りに建物が配置されている開発も見られる(事例 18、

2 0 )。この様な袋小路が好まれる最大の理由は、前面道路からの入口一箇所をチェック

する事により住宅地全体の保安が維持できるためであるといわれている。しかし、この様

な建物配置は、将来、周辺に開発される住宅地との問の道路網形成に支障をきたす恐れが

ある。

第 2節のパンケン ・パンカピ一地域の事例でも見たように、バンコク郊外地域の市街化

は、道路建設が先導し、ゾヨップハウス開発が加速させ、住宅地開発が完了させる仕組み

になっている。この仕組みを市街地整備に利用し、道路網形成を伴う良好な市街地形成を

誘導するためには、ショップハウスの開発制御方法が重要な位置を占めている。
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第4節 第 3主主のまとめ

典型的な中心市街地であるチャイナタウン地区の γ ョップハウスの 1階建物用途の構成

は、戸数比で公共系1.5%、商業系40.8%、業務系10.4%、住居系26.1%、工業系6.1%、

その他15.1%となり、商業・業務系が51.2 %を占めている。この内、併用住宅として利用

されているショ yプハウスは戸数比で71.9%であるが、上階がすべて住宅として使用され

ていると仮定すると、住居系床面積の割合は75.2%となり、住宅床としてのショップハウ

スの重姿性がわかる。

ショ yプハウスの建物用途の内、公共系、業務系は幹線道路沿線、商業系、工業系は区

画道路沿線、住居系、その他は細街路沿線に立地する戸数構成比が掻大となる。これは、

ショ y プハウスが街区の外側では併用住宅として使用される事が多く、内~lrJ では純住宅と

して使用される事が多い事を示している。商業系、住居系の建物用途は各大街区にー織に

分布しており、特殊な立地条件に伴う公共系、業務系、工業系、その他の集積が各大街区

を特徴付けている。

ショ yプハウスの建物規模は、幹線道路沿線に立地する住戸ほど間口、奥行、階数が大

きく、間口と奥行が共に現行の法規未満の不良スト y クは細街路沿線に多く立地しており、

細く曲がりくねったソイと共に防災上の大きな問題点とな っている。

パンコクにおける最初の νョップハウスの計画的団地開発の事例であるチュラロンコン

大学構内の配置計画は、商業地区が大学の周囲を取り囲む械に配置され、商業地区内部で

は、映画館や市場、駐車場等を取り囲む様にショ yプハウスが配置される二重の囲い型構

造となっている。また、開発業者との契約形態、プレキャスト部材を取り入れた建設構法

の点でも先進的であり、後にそれらが民間開発においても標準的に行われるようになった

事を考えると、十分に啓蒙的でもあったといえる。

しかし現在、ショ y プハウスを大規模なショッピングセンタ ーやホテル等に建替える再

開発が進められている。これらの施設自体には十分な駐車施設が備えられているが、機能

の純化を伴う再開発は、都心への交通の集中による交通渋滞をさらに怒化させ、都市機能

を麻棒させかねない。また、再開発に伴う立ち退きに対する住民の反対が新聞で報道され

たりもしている。チュラロンコン大学が持つ社会的な影響力を考えると、クリアランスに

替わる再開発手法を案出し、今後、他の地域でも進むであろう老朽化したショ yプハウス

の再開発手法として普及させていく使命がある。
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典型的な郊外市街地であるパンケン・パンカピ一地峡では、幹線道路であるパホニヨテ

イン通りから東に2.5Km、ラ yプラオ通りから北に4.OKm内陸の82地区に100ha以上の大規模

な建売住宅地が開発された事に伴い、 82地区へのアクセス道路であるソイチョクチャイ 4

が拡幅され、その沿線にショップハウスが開発され、地区内幹線道路として整備された。

この事例は、民間業者によるショップハウス開発や建売住宅地開発を適切に規制・誘導す

る事により、郊外地域で不足している補助幹線道路を整備していく可能性を示唆している。

ショ y プハウスの 4集積地区の平均階数は3.1階となり、チャイナタウン地区の平均階数

の3.0階にほぼ等しいが、チャイナタウン地区では階数の変動の幅が大きい。

4地区合計の 1階建物用途大分類の構成は、公共系2.8%、商業系53.0%、業務系4.1%、

住居系20.9%、工業系4.2%、その他15.1%となり、併用住宅として利用されている γ ョy

プハウスは戸数比で70.6%とチャイ ナタウン地区とほぼ等しいが、商業系の割合が高く、

住居系の割合が低くなっている。

TISCOによる 1972年-1977年の聞に行われた140件のショップハウス開発の調査によると、

都心から5Km圏内は補助幹線道路沿線、 5-10Km圏は主妥幹線道路沿線、 10-15Km圏と 15-

20Km圏は幹線道路沿線の開発数が最も多い。特に、都心から10Km以遠の幹線道路沿線の開

発は開発規模も大きく、 400戸を越える開発のすべてが立地している。

1989年と 1990年に建設中であった20箇所の γ ョγ プハウス開発の開発形態は、 7クセス

と建物配置の関係より、リボン状開発、ソイ導入型開発、街区形成型開発、旗竿型開発、

その他に 5分類される。

その分布は、リボン状開発は全距離圏、ソイ導入型開発は5-10Km圏、街区形成型開発は

都心から10Km圏内、!il竿型開発は都心から 10Km園以速に開発が集中している。特に、ソイ

導入型開発と旗竿型開発は新規建設・拡幅道路沿線に多く立地しており、市街化の初期の

段階に開発が行われている。

ソイ導入型開発や旗竿型開発は、市街化の初期の段階で開発用地内に私道であるソイを

建設する事により開発を開発用地内部にまで引き込み、従来言われてきた道路沿線のショ

ップハウス開発による後背地の開発の鈍化という土地利用上の問題を解消するものである。

しかし、近年の開発の中には袋小路のソイの長さが数百メートルに及ぶものも見られ、緊

急時の避難路の確保や周辺に開発される住宅地との聞の道路網形成に支障をきたす恐れが

ある。郊外地域において道路網形成を伴う良好な市街地形成を誘導するためには、ショ y

プハウスの開発制御方法が震裂な位置を占めている。
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補注(第3章)

1 )市川信愛(1987)， r華僑社会経済論序説J，九州大学出版会， P. 92 

2 )パンコク市役所資料

3 )国際協力事業団 (1987)， rパン コク市道路改良・交通安全計画調査報告書」

， P.ll 

4 )現地調査によりすべての 1階建物利用現況を調べ、縮尺1: 1000の市街地図上で各建物

の建坪を計担1)した{直。

5 )岩崎美佐子(1986)， r段村に支えられたー給の花ーバンコク J ，加藤祐三編

， rアジアの都市と建築J，鹿島出版会， P. 105 

6 )現行の規制によるショ yプハウスの敷地の奥行は最低14.0m以上である。二方向避難

を達成するために建物背後に設置が義務付けられている 2.0m幅の避難路を設けると、

建物の奥行きは12.0mとなる。防災上の問題となる細街路沿線の住戸で合法的に建物

背後に避難路を設置する事が可能な建物の奥行が14.0m以上の住戸は6.0%に過ぎず、

その達成可能性は低い。また、過密街区における間口奥行比が高いショップハウスは、

必ずしも良好な居住条件にあるとは言い難い。そこで、避難路を設置した後の住戸の

建物の奥行を最低10.0mとすると改善可能な住戸は14.2%、8.0mとすると改善可能な

住戸は40.7%となる。最低奥行を8.0mとした際には、奥行方向に 2スパン ・2部屋と

して巌低居室規模の9.0m'を確保する必要がある。部屋数の確保は、階数を大きくする

事により対処する必要がある。

7 )チュラロンコン大学財産管理局内部資料

8 )ワンボックスカ ーを改造した乗合パス。決まった路線を走る。

9 )チャイナタウン地区の械な特定地区への特定用途の特化は見られなか った。

10) National Housing Authority (1987)， rThe Bangkok Land Management StudyJ ， 

P. 18 

1 1) Thai Investment and Security Company (1978)， rProperty Development Study 

Vol. 2. ShophouseJ 

1 2)国際協力事業団 (1987)， rパンコク市道路改良・交通安全計画調査報告書J， 

P. 10 

ー155-


